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Focus4. 2020東京オリンピック・パラリンピック 

 

 

 

 

 

 

１．東京オリンピックの経済効果は、2015～2020年度までの累計で 30兆円 

日本経済の将来を展望するにあたり無視できないのが、2020 東京オリンピッ

ク・パラリンピックである。競技施設や選手村の新設といったオリンピック開催

に関わる建設物への投資や、オリンピック関連グッズ購入、オリンピック開催国

としてのイメージアップなどによる観光振興、首都圏の都市インフラ整備の加

速など、幅広い効果が見込まれるからである。 

こうした東京オリンピック開催による経済効果を整理すると、【図表 1】のように、

「3 つの局面」と「2 種類の効果」に分けられる。「3 つの局面」とは、オリンピック

の「開催前」、「開催中」、「開催後」という時系列的な各局面である。一方、「2

種類の効果」とは「直接効果」と「付随効果」である。先程の例では、オリンピッ

ク開催に関わる建設物への投資やオリンピック関連グッズの購入は「直接効

果」にあたり、観光振興や都市インフラ整備の加速は「間接効果」に分類され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期待が高まる東

京オリンピックの

経済効果 

【要約】 

 過去のオリンピック開催国のケースを参考に試算すると、東京オリンピック開催は日本の

実質GDP成長率を 0.3%Pt押し上げ。2015～2020年度の累計上振れ額は約 30兆円。 

 東京オリンピックの経済効果の内訳では、観光振興や投資活性化が大きな柱に。 

 東京オリンピックに向けて官民が一体となって種々の環境改善に取り組むことは、成長

戦略推進の触媒というレガシー効果を生むこととなろう。 

【図表 1】 オリンピック開催に伴う経済効果の整理 

（出所）みずほ総合研究所作成 

【 オリンピック開催に伴う経済効果の整理】

五輪関連の「直接的」な効果（開催決定後）

▼ 建設投資増加（競技施設、選手村等）

▼ 消費支出増加（五輪関連グッズ等）

開

催
前

開

催
中

開

催

後

五輪開催に伴い「付随的」に生じうる効果 効果を減殺しうるマイナス要因

▼ 施設の転用（公園等）による有効活用

▼ 跡地の再開発

▼ 観光客の趨勢的増加

・ 五輪成功によるイメージアップ

▼ 都市競争力・生産性の向上

・ インフラ整備・民間投資活性化の果実

▼ スポーツ関連支出増加

・ 五輪での活躍に触発された支出増加

▼ 大会運営支出
・ 各種運営費、情報システム等

▼ 五輪観戦客支出（宿泊、交通、飲食等）
・ 海外からの観光客（五輪観戦客）支出

・ 国内旅行者（五輪観戦者）支出

▼ 消費支出（五輪関連グッズ等）

▼ 地方への観光客増加

・ 海外からの観戦客による地方観光誘発

▼ スポーツ関連支出増加
・ 五輪での活躍に触発された支出増加

▼ 投資一巡・五輪ブーム終了に

伴う景気減速

・ インフラ投資増・家電売上増

の反動減等

▼ 施設維持・管理・処分コスト

・ 他の支出用の財源圧迫

▼ 海外からの観光客・国際会議開催等の増加

・ イメージアップと振興策等の相乗効果

▼ 都市インフラ整備加速・民間投資活性化

・ 公共インフラ整備（耐震化、バリアフリー

化、交通インフラ等）の加速

・ 民間投資（ホテル・商業施設のリニューア

ル等）の活性化

▼ 株価・地価上昇とそれによる資産効果

▼ 供給制約

・ 非五輪関連の建設事業

遅延

▼ 代替効果

・ 非五輪関連の消費支出

抑制

▼ 資産取得コスト増大

・ 住宅取得費等の増大

▼ 通常観光客の喪失

・ 混雑・滞在費高騰による通常

客（非五輪観戦客）の減少

▼ 非開催地（地方）の観光客

減少

・ 東京への集中による売上減

▼ 代替効果（非五輪関連支出減）
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それでは東京オリンピック開催は、日本経済をどの程度押し上げるのか。前述

の局面でいう「開催前」「開催中」にあたる 2020 年までの経済効果について、

過去のオリンピック開催国の事例（統計が揃っている 1972 年以降）を参考に

試算した。 

過去のオリンピック開催国をみると、実質GDPは、多くの国で開催の約 5年前

から、それ以前のトレンドより上振れている。トレンドからの上振れ分がすべて

オリンピック効果とは言えないが、例えばスペインではオリンピック開催年

（1992 年）を目標としてインフラ整備が進むなど、各国でオリンピック開催（決

定）が契機となって経済成長が加速した側面は小さくないと考えられる。 

過去の開催国の事例を日本に適用するに当たっては、データが取得できる国

のうち、開催前の年平均成長率が 10%を超える高成長局面にあった韓国・中

国、またリーマン・ショック後の急激な景気悪化に直面していた英国を除く 7大

会（ミュンヘン、モントリオール、ロサンゼルス、バルセロナ、アトランタ、シドニ

ー、アテネ）のデータを用いることとした。これら 7 大会の開催 5 年前から開催

時までの年平均実質 GDP 成長率は、それ以前（開催 10～6 年前）の年平均

成長率に比べて平均 1.3 倍程度高くなっていた。東京オリンピックが開催され

ない場合の日本の実質 GDP 成長率は、アベノミクス効果なども勘案すると年

平均 1.0%弱になると試算される。東京オリンピック開催 5年前となる 2015年度

以降、過去の開催国同様に年平均成長率が 1.3倍に高まると想定すると、オリ

ンピック効果によって 0.3%Pt成長率が押し上げられる計算となる（【図表 2】）。

これは、2015年度から 2020年度の累計上振れ額に引き直すと、30兆円に上

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京オリンピック開催までに見込まれる経済効果のうち、もっとも金額が大きく

なる可能性が高いのは、首都圏の都市インフラ整備が進んだり、民間企業に

よる設備投資が活性化したりすることによる投資拡大効果であろう。海外から

のアクセス改善や国内での移動時間短縮のため、道路・鉄道・空港などの交

通インフラ整備が進むことへの期待は特に強い。そのほかでは、首都圏を中

東京オリンピック

開催は実質 GDP

成長率を 0.3%Pt

押し上げ 

目先はインフラ投

資の加速が経済

を押し上げ 

【図表 2】 東京オリンピック開催による 
    実質ＧＤＰ押し上げ効果 

【図表 3】 東京オリンピック開催に伴う建設投資 
      押し上げ効果と反動の試算（首都圏） 
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（注）2015年度以降はみずほ総合研究所予測値。 

（出所）みずほ総合研究所作成 

（注）オリンピック関連 4業種（サービス業、不動産業、運輸・ 

通信業、卸・小売業）の 1都 3県（東京都・神奈川県・ 

千葉県・埼玉県）における設備投資額。1990年価格。 
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心に、市街地の再開発、飲食店や宿泊施設の新設・リニューアルといった投

資の活性化が期待できる。みずほ総合研究所では、オリンピック開催によって

投資が促進される業種として、①サービス業（飲食店・宿泊施設など）、②不

動産業（複合施設・オフィスビルなど）、③運輸・通信業（交通インフラ・通信イ

ンフラなど）、④卸・小売業（物流施設・商業施設など）の 4業種を想定した。そ

の上で、1都 3県（東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県）のこれらの 4業種の設

備投資が活性化する効果を試算したところ、2015～2020 年度累計で 10 兆円

強となった（【図表 3】）。なお、オリンピック開催後にはこうした投資押し上げ効

果が剥落する懸念があるが、以下に述べる訪日外客の増加や都市としての魅

力向上といったレガシー効果により資本ストックに対する需要が上振れること

で、反動減は緩和できるとみている。 

２．注目が高まるインバウンド消費 

東京オリンピック開催後のレガシー効果までも見据え期待がかかるのは、イン

バウンド消費である。ビジット・ジャパン事業（訪日外国人旅行者の増加を目

的とした訪日プロモーション事業）が開始された 2003 年以降、リーマン・ショッ

クや東日本大震災による一時的な落ち込みを除き、訪日外客数は増加ペー

スを徐々に高めてきた。特に、2013 年以降は東アジアを対象としたビザ発給

要件の緩和や円安といった追い風から訪日外客数の増勢が急速に高まった。

その結果、2015年は訪日外客数が 1,974万人と、政府目標（2020年に 2,000

万人）をほぼ達成といえるところまできた。訪日外国人の消費額も年々増加し

ている（【図表 4】）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去のオリンピック開催国の多くで、開催決定年を境にインバウンド観光客が

それ以前のトレンドを上回って増加する傾向がみられる。 

その中でも、オリンピック開催決定を機に観光戦略を強化し、それが奏功した

好例とされるのが、オーストラリア（2000年シドニーオリンピック開催）である。オ

ーストラリアでは、海外からの観光客誘致のために様々な施策がとられた（【図

表 5】）。その結果、インバウンド観光客数はオリンピック開催決定年である

1993 年以降、過去のトレンドを上回るようになった。オリンピック開催年（2000

年）のインバウンド観光客数は 493万人と、過去のトレンドを 22.6%上回る水準

に達した。 

開催後のレガシ

ー効果としても期

待がかかるイン

バウンド消費 

オリンピック開催

による訪日外客

数押し上げ効果

は 400 万人、経

済効果は 6 年間

の累計で約 3 兆

円 

【図表 4】 訪日外国人による消費額の推移（GDPベース） 
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（出所）内閣府「国民経済計算」よりみずほ総合研究所作成 

（注）季節調整済年率換算値。 
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東京オリンピックによるインバウンド消費の押し上げ効果を試算するにあたっ

ては、オーストラリアの例を参考に、訪日外客数が過去のトレンド対比 22.6%

増加すると仮定する。なお、開催前のトレンドについては、ビジット・ジャパン事

業開始からリーマン・ショックで一時的に落ち込む前にあたる 2003～2007 年

の数値を用いた。その結果、2020年の訪日外客数は400万人押し上げられる

と試算された。 

また、訪日外国人一人あたりの消費増加額についても、2020 年時点で 2013

年対比 10%増加すると仮定すると、東京オリンピックによるインバウンド消費全

体の押し上げ効果は、2015～2020年の累計で 3兆円弱となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪日外客数の増加という観光需要拡大の追い風を最大限に取り込むために

は、日本で十分な受け入れ態勢を整えることが重要である。現在指摘されて

いる受け入れ態勢の問題として、多言語対応やWi-Fiサービスといったものが

挙げられる。また、足元で注目が集まっているのは宿泊施設不足である。みず

ほ総合研究所の試算では、訪日外客数が 2020年に 2,500万人まで増加した

場合、東京や大阪、京都など 11 都府県で既存客室数が不足し、客室不足解

消のため約 5,700億円の新規ホテル投資が必要となる。 

こうした供給制約により訪日外国人のニーズに十分に応えられなければ、せ

っかくのチャンスを生かし切れない可能性があることには注意が必要だ。 

宿泊施設不足と

いった供給制約

により、チャンス

を生かし切れな

い可能性も 

【図表 5】 シドニーオリンピックにおける観光分野のレガシー効果拡大戦略（オーストラリア） 

（出所）Laurence Chalip（2000）, Leveraging the Sydney Olympics for Tourismなどよりみずほ総合研究所作成 

シドニーオリンピックにおける、観光旅行者数増加によるレガシー拡大

①建設投資による、観光地やビジネス地としての

都市の魅力の向上

・都市の景観を良くするための投資
・道路整備・空港拡張

・ホテル等の観光施設の拡充

3つの戦略 訪問者を開催都市以外の

地域へ誘導

都市の魅力を高める工夫
(建設投資以外)

国内外各機関との関係構築

3種類のターゲット

②観光収入を最大化するための投資の拡大及び、

観光収入拡大のための戦略の立案・実行

観光客

ビジネス客
（新規ビジネスの副次効果有り）

MICE
（訪問客の支出は観光客の7倍）

〈オリンピック開催年の需要平準化・開催都市以外の都市への観光誘致〉
・ オリンピック開催期間（3週間）以外にも、開催年に催しを企画。

開催年1年間を通じて、観光やビジネスに開放的であることをアピール
・ オリンピック開催期間にシドニーを訪れる観光客向けに、シドニー以外
の地域を目的地とした観光旅行の商品を、観光業者と協力して企画

〈スポンサーを通した宣伝効果〉

・ 企業スポンサーの広告にオーストラリアを活用してもらったり、企業の
店頭等でのキャンペーンにオーストラリアの観光局が協力

〈海外旅行会社との関係構築〉
・ 国内観光機関が海外の旅行会社と一緒に働く等して、オリンピック開催
後も国内にとどまってもらう

〈開催前にトレーニングに来た選手等との関係構築〉
・ 来訪したメディアや企業等との関係構築
・ トレーニングに来た選手に、その都市の観光大使になってもらう

〈メディアを通した宣伝効果〉
・ 観光関連の出版等に携わる記者、公式な放送局や技術者等向けに、

オーストラリアに関する資料を提供（ファクト、映像、写真）
・ 非公式な放送局向けに、メディアセンターを設立
民間のスポンサーもセンターの運営を支援

〈MICEの誘致キャンペーン〉
・ 海外支社を持つ国内企業を中心に、会議開催地や海外支社のインセン
ティブ旅行の目的地にオーストラアを選択してもらうキャンペーンの実施

〈海外企業との関係構築・ビジネス誘致キャンペーンの実施〉

・ オリンピック関連収益に絡んだビジネスのネットワークシステム開発
・ ビジネスマンの集える施設の開設
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３．成長戦略推進の触媒というレガシー効果 

日本経済が本格的な回復を遂げるためには成長戦略の成功が不可欠である

が、東京オリンピックは成長戦略推進の原動力にもなり得る。実際、成長戦略

の中には、東京オリンピック開催が触媒になると考えられる項目が多く含まれ

ている（【図表 6】）。たとえば、国家戦略特区の活用や都市機能の向上、訪日

環境改善やグローバル人材の強化といった項目がある。 

しかし、これらの項目の中には、成果目標（KPI）の進捗が芳しくないものもあ

る。一般財団法人森記念財団都市戦略研究所による「世界の都市総合力ラ

ンキング 2015」（2015年 10月）では日本は 4位となっており、政府目標（2020

年までに 3 位以内）達成に向けた改善が必要な状況である。同書の中では、

環境（再生可能エネルギー比率や二酸化炭素排出量、リサイクル率など）や

交通・アクセス（国際線直行便就航都市数や国際線旅客数など）が東京の弱

みとして指摘されている。また、世界銀行が発表しているビジネス環境ランキ

ング（2015年 10月）をみると、日本は OECD高所得国 32カ国中 24位と、政

府目標（2020年までに同基準で 3位以内）に届いていない。OECD高所得国

のうち上位 5 位（ニュージーランド、デンマーク、韓国、イギリス、アメリカ）と比

較すると、日本は納税（Paying Taxes）で大きく順位を下げている。その他の項

目では、資金調達（Getting credit）や事業立ち上げ（Starting a business）でも

順位の差が大きい。東京オリンピックをきっかけとして、こうしたビジネス環境の

整備も加速していくことが期待される。 

東京オリンピック開催をゴールとするのではなく、その後も見据えた取り組みを

官民が一体となって推進することで、東京オリンピックは成長戦略の触媒とい

う大きなレガシーを後世に残すこととなるだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みずほ総合研究所 

主任エコノミスト 坂中 弥生 

yayoi.sakanaka@mizuho-ri.co.jp 

（出所）首相官邸 HP「『日本再興戦略』改訂 2015－未来への投資・生産性革命－の工程表」よりみずほ総合研究所作成 

成長戦略推進の

原動力となり得る

東京オリンピック 

【図表 6】 日本再興戦略と成果目標（KPI）抜粋 

日本再興戦略において、2020東京オリンピック開催が触媒になりうると考えられる項目 成果目標（KPI）

▼ 2020年までに世界銀行ビジネス環境ランキングで
先進国３位以内に（2016年版24位）

▼ 2020年までに世界の都市総合ランキングで東京
が３位以内に（2015年版４位）

■戦略市場創造プラン
◎国民の「健康寿命」の延伸
○病気やけがをしても、良質な医療・介護へのアクセスにより早く社会復帰できる社会
・ 省エネ性能等に優れ、高齢者等が安心して健康に暮らし、移動することができる
スマートウェルネス住宅・シティの実現（次世代住宅・まちづくり産業創出）

◎安全・便利で経済的な次世代インフラの構築
◎世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の実現
○観光
・ 訪日プロモーション実施
・ 査証発給要件緩和、入国審査迅速化等の訪日環境改善
・ 外国人旅行者の滞在環境改善（都心直結線、宿泊施設情報提供促進等）
・ 新たなツーリズム創出（エコツーリズム、スポーツツーリズム、医療と連携した観光等）
・ 国際会議等（MICE）誘致体制の構築・強化（「グローバルMICE戦略都市」）

▼ UR賃貸住宅におけるバリアフリー対応住宅整備
（2012年度末:約34万戸→2020年度末:約40万戸）

▼ 2020年までにネット・ゼロ・エネルギー・ハウスを
標準的な新築住宅に

▼ 2030年に国内の重要インフラ・老朽化インフラは
全てセンサー、ロボット等を活用した高度で効率的
な点検・補修実施

▼ 2030年には訪日外国人旅行者を3,000万人超に
▼ 2030年には観光収入でアジアのトップクラス入り
▼ 2030年には宿泊客の約６人に１人は外国人に
▼ 2030年にはアジアNo.１の国際会議開催国として
不動の地位を築く

■国際展開戦略
◎海外市場獲得のための戦略的取り組み
○クールジャパンの推進
○対内直接投資の活性化
○グローバル化等に対する人材力の強化

▼ 観光におけるKPIと同じ
▼ 対内直接投資残高を2020年までに倍増
（2012年末:19.2兆円→2020年:35兆円）

▼ 外国人留学生の受入れ倍増（14万人→30万人）

■日本産業再興プラン
◎立地競争力の更なる強化
○国家戦略特区
○公共施設運営権等の民間開放（PPP事業活用）
○空港・港湾など産業インフラ整備
・ 首都圏空港の機能強化
・ 都心直結線整備、首都圏環状道路整備

○都市の機能向上
・ 不動産市場・居住環境整備（諸制度整備による投資促進、耐震化促進等）
・ 歩いて暮らせるまちへの都市構造のリノベーション推進（都市再構築戦略）
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